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第2回 加速する内需系企業の海外進出

初めに

先日発表されたファーストリテイリングの2019年8月期純利益は過去最高を更新しました。中国本

土や香港、台湾など「グレーターチャイナ」と呼ばれる地域が好調だったとのことです。過去日本の

株式市場では、海外市場は自動車、電機など輸出関連株、国内市場は食品、小売、サービスなど

内需関連株といった、内外分業的な発想がありました。しかしその中で、最近はファーストリテイリン

グの様に海外で稼ぐ内需関連企業が増えてきています。今回はこの内需関連企業の海外進出を

取り上げます。

加速する内需系企業の海外進出

最近は海外で稼ぐ内需系企業が目立ちます。

例えばセブン＆アイ・ホールディングスは2017年に米国のコンビニエンスストア、スノコを買収し、北

米の事業を拡大しました。生活雑貨 無印良品を手掛ける良品計画の2019年3-8月期の営業利

益のうち30％超は海外事業によるものです。

食品や家庭用品の分野でも内需系企業の海外進出は加速しています。中国や東南アジアで中間

層が増え安全な食べ物や質のいいベビー用品などへの需要が高まった事が理由です。化粧品もそ

うです。インバウンドで日本の化粧品に慣れたアジアの消費者のために日本の化粧品メーカーはア

ジアの主要空港などに店舗を設けています。今後もこうした流れは変わらず内需系企業の海外進

出はまだまだ続くと予想しています。

このように海外に事業を拡大する内需系企業がいくつも出ている理由は、今後日本で人口減が見

込まれるためで、このままであれば内需系企業は厳しい状況に立たされる可能性があるからです。

そうした危機感が海外進出の原動力になっていると思います。

こうした動きは日本の株式市場にとって望ましいものと見ています。長年日本の株式市場を支えて

きた自動車や電機等の競争力が昔ほどではなくなった今、内需系企業の海外進出と言う形で新し

い産業が出て来る事は歓迎すべき事だと思います。

また、外国人投資家は日本の人口問題に懸念を抱いていますが、それは人口減により内需が減

少し、内需系企業が立ちいかなくなってしまう事を警戒しているためです。しかし内需系企業の海外

進出が進んでいる事を認識すれば、人口減に対する懸念は緩和されると考えています。
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